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２職員の人事評価の状況
　「職員の能力開発、人材育成」、「客観的かつ公平で信頼性の高い人事管理の実施」、
「組織力の向上」を目的とし、職員の人事評価を行っています。

内　容区　分
毎年４月１日から翌年３月３１日まで評価期間
毎年１月１日評価基準日
第１次評価、第２次評価、第３次評価（部長職者は第２次評価まで）評価の構成
実績（目標管理）および能力について、５段階による絶対評価を行う評価の方法

⑵職員の平均給与月額、初任給等の状況
①職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在）
一般行政職

平均給与月額
（国比較ベース）平均給与月額平均給料月額平均年齢区　分

３８３,２３４円４４１,８９８円３１３,２００円４０.８歳小金井市
３９５,９８６円４４８,７３２円３１４,４５９円４１.７歳東京都

技能労務職
公務員

区　分
平均給与月額（国比較ベース）平均給与月額平均給料月額平均年齢

３７３,５２９円３８２,７７５円３１８,９００円５１.５歳小金井市
３６１,１３９円３９３,２４６円２９１,６１７円４９.９歳東京都

※平均給料月額＝平成３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均額です
※平均給与月額＝給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において
明らかにされているものです
※平均給与月額（国比較ベース）＝比較のため国家公務員と同じベース（時間外勤務手当
等を除いたもの）で再計算したものです

⑶職員の手当の状況
①期末手当・勤勉手当（平成３０年度）

東京都小金井市
１,５８１千円１,６０９千円１人当たり平均支給額

２.６０月分（１.４５月分）２.６０月分（１.４５月分）期末手当
支給割合

２.００月分（０.９５月分）２.００月分（０.９５月分）勤勉手当
職制上の段階、職務の級等による加算措置あり

加算措置の状況 渇職務段階別加算３～２０％
渇管理職加算１５～２５％　　職務段階別加算３～２０％

※（　）内は、再任用職員に係る支給割合です
※勤務成績の評定の結果を勤勉手当に反映させています

②職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在） 
東京都小金井市区　分
１８３,７００円１８３,７００円大学卒

一般行政職
１４５,６００円１４５,６００円高校卒
１４３,０００円１４３,０００円高校卒技能労務職

※この初任給のほか、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当などが支給されます

③ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
類似団体平均全国市平均小金井市
９９.５９８.７１０１.０平成２７年
９９.６９９.１１０１.６平成２８年
９９.７９９.１１０１.３平成２９年
９９.６９９.１１００.５平成３０年

※ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較す
るため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行
政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です
※類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純
平均したものです

②職員給与費の状況（平成３０年度普通会計決算・速報値）

１人当たり
給与費
Ｂ／Ａ

給与費
職員数Ａ

合計Ｂ期末・
勤勉手当職員手当給　料

６,２３０千円３,９５６,２０８千円１,０３４,５４３千円７４４,５２３千円２,１７７,１４２千円６３５人
※職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。また、職員手当には退職手当を含みません
※給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含
まれ、職員数には当該職員を含んでいません

３職員の給与の状況
⑴総括
①人件費の状況（平成３０年度普通会計決算・速報値）

平成２９年度
人件費比率

人件費比率
（Ｂ／Ａ）人件費Ｂ実質収支歳出額Ａ住民基本

台帳人口
１５.２％１３.５％６,１６３,７３６千円１,８１４,５０４千円４５,５６１,１７１千円１２１,４４３人

※住民基本台帳人口は、平成３１年１月１日現在の人数です
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人事行政の運営等の状況人事行政の運営等の状況をを
お知らせしまお知らせしますす

人事行政の運営等の状況人事行政の運営等の状況をを
お知らせしまお知らせしますす

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在） 
経験年数３０年経験年数２５年経験年数２０年経験年数１０年区　分
４３１,０８０円３９１,７５０円３５８,９３８円２５６,２５０円大学卒

一般行政職
害害害害高校卒
害害害害高校卒技能労務職

※記載のない箇所は、当該職員がいない、もしくは３人以下となります

　地方公務員法の規定により、地方公共団体における人事行政の公正性・透明
性を高めるため、人事行政の運営等の状況を公表することが義務付けられてい
ます。
　市では、人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、市職員の給
与・定員管理等のほか、職員の採用、退職の状況や勤務条件などを公表してい
ます。
　なお、この内容は市ホームページでもご覧いただけます。
 職員課人事研修係（☎０４２−３８７−９８０８）、給与に関することについては職員
課給与厚生係（☎０４２−３８７−９８０９）、定員管理計画については企画政策課企画
政策係（☎０４２−３８７−９８２６）

問

⑶定員管理計画（令和元年９月２７日現在）の数値目標 （人）
令和３年度令和２年度
６６４６６８計画数

※定員の計画数には一般任期付職員およびフルタイム勤務の再任用職員を含みます。ま
た、育児休業代替任期付職員、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に伴う派
遣職員を除きます

②部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） （人）

主な増減理由対前年
増減数

職員数
区　分

令和元年度平成３０年度
業務増１１０９議　　会

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

欠員補充による増１１３５１３４総　　務
正規職員の非常勤化による減△１４７４８税　　務
育児休業代替任期付職員任期満了による減△６２２５２３１民　　生
正規職員の非常勤化による減△１４９５０衛　　生

−０００農林水産
−０７７商　　工

正規職員の短時間再任用化による減△３５３５６土　　木
−△９５２６５３５小　　計

正規職員の非常勤化による減△２９８１００教　　育
−△１１６２４６３５小　　計

フルタイム再任用化による増１１０９下 水 道公
営
企
業
等

会
計
部
門

−０４３４３そ の 他
−１５３５２小　　計

＜参考＞人口１万人当たりの職員
数５５.６６人△１０６７７

（７９０）
６８７
（７９０）合　　計

※職員数にはフルタイム勤務の再任用職員を含みます
※（　）内は条例定数の合計です

⑴採用者数および退職者数の状況（平成３０年度） （人）
退職者数採用者数

職　種
合計任期

満了
死亡
退職失職懲戒

免職
分限
免職

普通
退職

定年
退職合計任期付一般職

１２１００００８３５０５事務職
２６１００００１１０５１４７７技術職
０００００００００００技能職
３８１１０００１１８８１９７１２合　計

※分限免職＝公務能率を維持する目的で職をやめさせたものです
※懲戒免職＝職員の非違行為に対して懲戒処分として職をやめさせたものです
※失職＝地方公務員法第１６条（欠格条項）に該当した場合、職員でなくなることです
※任期満了＝任期付職員がその任期を終えることです

１職員の任免および職員数に関する状況

⑵職員数の状況
①職員数の状況（各年４月１日現在） （人）

内訳正職員内訳理事者区分 主事職主任職係長職課長職部長職教育長副市長市長
３３７１４４１３４５６１０６８１１２１４平成３０年度
３２４１４９１３３５４１１６７１１１１３令和元年度

計派遣職員臨時職員非常勤嘱託職員再任用職員区分
１,０６７７５８３０５１２平成３０年度
１,１０２６１０２３０８１２令和元年度

令和元年度 0 14 51 66 103 101 77 76 66 84 31 2 （人）
平成26年度 0 12 66 118 105 77 77 74 70 34 35 0 （人）
今年度の構成比　0.0 2.1 7.6 9.8 15.4 15.1 11.5 11.3 9.8 12.5 4.6 0.3 （％）
５年前の構成比　0.0 1.8 9.9 17.7 15.7 11.5 11.5 11.1 10.5 5.1 5.2 0.0 （％）
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③年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）


